
1 

 

令 和 ４ 年 度 

建設文教常任委員会 行政視察報告書（１日目） 

 

【視察先】 埼玉県戸田市議会 

 

【視察日時】 令和 4年 7月 27日(水) 14時 00分～15時 30分 

【視察内容】 学校ＩＣＴ教育の取組について 

【対応者】 戸田市議会     石川  清明 副議長 

       戸田市教育委員会  戸ヶ崎 勤  教育長 

       戸田市教育政策室  狗飼  英典 主幹  

【報告者】 建設文教常任委員会委員 久保田 智 

 

【視察研修事項】 

 戸田市議会の学校ＩＣＴ教育の取組及び教育改革について 

  戸田市の先進的な取組について説明をいただいた。 

 1.市の概要 

   ・人口 約 141,324人（令和 4年 1月 1日現在） 

   ・平均年齢 41.7歳（27年連続で県内一若い街） 

   ・アクセス 池袋から 15分、新宿から 20分 

   ・小中学校 小学校 12校、中学校 6校 児童生徒数 11,861人、教職員数 637人 

  

2.教育改革のコンセプト 

   ①AIでの代替は難しい力などの育成 

   AIでは代替できない能力の育成と AIを活用できる能力 

   （21世紀型スキル、汎用的スキル、非認知的（社会情緒的）スキル）を育成する 

   ②産官学と連携した知のリソースの活用 

   産官学と連携したと知のリソースの活用。それも、ファーストペンギンを目指すこ

とで、安価で効率的に、最先端の質の高い教育を提供する。 

   ③「経験と勘と気合い（3K）」から「客観的な根拠」への船出 

   教育の EBPMの重要性の認識（量的と質的エビデンス） 

   ④授業や生徒指導等を科学する 

   優れた教師の経験や勘、匠の指導技術を言語化・可視化・定量化するなど優れた暗 

黙知を共有化したり形式知へ転換し、若手教師などに効率的・効果的に伝承してい 

く。経験や勘や教師の個人プレーにだけに頼らず、教育データを積極的に活用して 

いく。 
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3.Society5.0 の時代の教育展望 

 ・展望 

 子供たちがペーパーテストを受けている場面では、限られた時間で自らの記憶や思考 

だけを頼りに黙々と正解を追い求めている。 

今の子供たちが社会に出たら、これと同じ状況になることは恐らくない。実生活にお 

ける課題解決場面は、正解があるわけではない、全てのものにアクセスできる、他人と 

協力し合い回答を導く、そうしないと解決しないものばかりである。 

また、ひとりの学習者に目を向けてみると、現在でも学校や塾、プライベートの他の 

教育も全部合わせて学びが成り立っているはずであるが、現状は、それらの学びは個々

独立してしまっている。今後は、学校、家庭、地域社会、企業等が垣根を超えて「未来

の学び方」や「新たな教育の社会システム」をデザインしていく必要と考える 

 ・「未来の教室に」には ICT はマストアイテム 

 ①基礎学力等の習得の効率化（個別化・デジタル化）   

  個人の理解度や興味・関心別の学びなど、指導の個別化、学習の個別化を図ってい

く必要がある。 

  また、スタディログなどのデータ化による指導と評価を一体化する必要がある。 

 ②課題発見・解決力（社会課題を見つけて動かす力）、創造力（無から有を生む力）を

のばすプログラムの充実させる 

  PBL（Project Based Learning:課題解決型学習）へのトライや STEAM教育の基盤づ

くりの必要性。脱・正義主義 脱・事前主義 脱・予定調和 

※Society5.0 とは…サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステ

ムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する。 

  

4.ICT（一人一台）を生かした学びの構想（2016～） 

 ①何のために使うかで価値が変わる（学習感・授業観の重要性） 

 ②PCは子どもたちの文房具となり、特に意識されず忘れるくらい当たり前にいつでも 

どこでも学びに活用できてこそ「一人一台」 

 ③教師指導の「指導と管理」による「教具的利用」から学習者中心の「学びと愛用」 

による「文具的活用」へ 

 ④ICTの普段使いは子どもたちの方が上、教師のレールに乗せない 

 ⑤単なる若手ではなく指導力のある教師が活用してこそ校内に広がる 

 ⑥PC活用促進と RS育成のため、プリント学習の離脱とノート離れの見直し 

 

・すでに廃止したもの 

 パソコン室、ホワイトボード、各種教具 

・今後の予定 

 プリント学習の廃止 
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5. GIGAスクール構想の実現に向けて（2020～） 

第１フェーズ 

・産官学と連携して ICTがマストアイテムとなる学び（プログラミング、 

PBLなど）を位置付ける 

・学習者用デジタル教科書などへのトライアルや校内オンラインの積極的活 

用、家庭との連絡を含めた校務のデジタル化（教師の働き方改革）の推進 

・SEEPプロジェクト（Subject、EdTech、EBPM、PBL）の推進 

・快適なネットワーク環境の構築や PC等ハードの整備や支援 

第２フェーズ 

・ICTのマストアイテム化のその先の学びの質の向上を目指して 

・教育データの利活用（学びのカルテ、お薬手帳など） 

・デジタル・シチズンシップ教育の推進（情報モラル教育からの船出） 

・学校と家庭のシームレスな学び（家庭学習のクラウド化、反転学習など） 

・公立小・中学校での STEAM教育の基盤づくり 

・戸田型オルタナティブ教育（多様なニーズに応じ、落ちこぼれも吹きこぼ 

れも、誰一人取り残さない教育）へのトライアル 

 

6.ICT活用促進に向けて 

  ICTの文具化に向けて -戸田市版 SAMRモデル- 

  SAMRモデルとは、ICTが学校教育にどのような影響を与えるのかを示す尺度であり

SAMRの 4文字のアクロニムによりいくつか解釈がある。 

戸田市では以下のように捉え、令和４年度において市内全校で A段階を当たり前に、M

段階の実践の創出を推進し、引き続き、児童生徒の「学びと愛用」の PCとして ICTの

文具化した活用を目指している。 
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 7.ペーパーレス 

   コロナ感染拡大前は、議会ＩＣＴ化の目的はペーパーレス。議案書、予算書、決算

書すべての紙の配布していない。導入した令和 2年 8月～3月で印刷用紙約 9万枚の

削減。紙配布をなくしたことによる事務局職員の時間外勤務は半減した。議席上の表

決システムを撤去、サイトブックスの表決システムに移行し経費削減。 

 

8.所感 

  今回の視察では戸田市の先進的な教育にかかる取組を調査させていただきましたが 

 都市の規模等に違いはあれど、ICTの取組や今後の展望等、今後の教育を考えていくう

えで大変参考になったところである。 

  当市としても、今回学んだ取組等を参考にしながら、取り入れられる内容について

は、議会としても提言していきたい。 
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令 和 ４ 年 度 

建設文教常任委員会 行政視察報告書（２日目） 

 

【視察先】 千葉県成田市議会 

 

【視察日時】 令和 4年 7月 28日(水) 10時 00分～11時 30分 

【視察内容】 小中一貫教育の取組について 

【対応者】 成田市議会    議長        雨宮 真吾 

成田市教育委員会 教育長       関川 義雄 

教育部長      堀越 正宏 

教育部学務課副参事 益田 俊郎 

同課課長      林  英樹 

総務課課長補佐   加藤  剛 

議会事務局     畑中 杏友  

【報告者】 建設文教常任委員会委員 永井 桃 

 

【視察研修事項】 

１. 小中連携教育と小中一貫教育の推進について 

１）成田市の小中連携教育 

●２００６年 下総町と大栄町が成田市に合併。 

２００７年 統廃合に向けて教職員で構成する『成田市教育推進』設立。 

２００８年～学校適正配置による学区再編、学校統廃合、継続的な小中連携教育推進。 

●小学校の統廃合では保護者説明を１年間で１２回、推進委員会会議１０回程度実施。 

保護者へのアンケート調査(統廃合に賛成９割超)。児童への説明の場も設定→統廃合後 

は市教委として保護者や児童生徒の意見を聴く場は設けてないが各校で設けていると聞 

いている。 

 

２）小中連携教育に期待する効果 

●義務教育９年間において児童生徒の成長を共有理解した系統的・継続的な指導が行うこ 

とができ、小中学校間格差の解消にもつながる。 

●小中学校で共通のめざす児童生徒像が設定できる。 

●異学年・異世代交流が図られ、特に中学生の自尊感情向上につながる。 

●教職員間で指導の統一性が図られ、授業改善や指導力向上、意識改革が進む。 
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３）小中一貫教育の推進 

成田市では『小中一体』ではなく『小中連携』教育という位置づけており、校舎分離 

型より一体型が良いという考えのもとで取り組んでいる。 

現在市内全中学校区で『連携』教育を進めているが、『一貫』教育への展開として４要

件の整備を推進。 

①中学校区内の小学校が１校であること 

②小中学校の校舎が同じ敷地内になること 

③学校規模が過大にならないこと 

④地域の同意・理解があること 

 

２．義務教育学校について 

小学校統廃合にて義務教育学校設立。現在２校。 

２０１４年開校 下総みどり学園(４校の統廃合) 

２０２１年開校 みらい学園(５校の統廃合) 

 

＜義務教育学校の体制・特徴＞ 

教職員：校長１人、副校長１人、教頭２人。クラス担任は道徳・学活のみ。中期ブロック

より全教科担任制。小中両教員免許取得者が望ましいが人員不足でどちらかのみの取得者

がほとんどである。 

 

学年区分：１～４学年(前期ブロック)⇒基礎基本の定着期 

５～７学年(中期ブロック)⇒基礎基本の定着・活用貴 

８～９学年(後期ブロック)⇒充実・発展期 

 

学校施設：既存の中学校に小学校施設を新設(下総みどり学園) 

      校舎一体型として新校舎建設(大栄みらい学園) 

 

通学方法：１～６年生はスクールバスか徒歩(スクールバス利用率８～９割) 

７～９学年は自転車可(概ね２㎞) 

市内循環型のコミュニティバスを利用している子どももいる 

 

年間行事・活動：修学旅行・卒業式は９学年のみ。６学年は宿泊学習・修了式。PTA活

動・生徒会活動は義務教育学校の体制に合わせた形で行っている。 
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令 和 ４ 年 度 

建設文教常任委員会 行政視察報告書（３日目） 

 

【視察先】 神奈川県鎌倉市議会 

 

【視察日時】 令和 4年 7月 29日(金) 10時 30分～11時 40分 

【視察内容】 市民通報アプリについて 

【対応者】 鎌倉市議会           前川  綾子   議長 

       鎌倉市都市整備部道水路管理課  田中 新一   課長 

         

【報告者】 建設文教常任委員会委員 藤田 豊 

 

【視察研修事項】 

◎道路損傷等通報システムの導入の経緯 

松尾鎌倉市長の市民サービス向上の取組の一つとして、平成 30年 9月に鎌倉市とＬＩ 

ＮＥ株式会社がＳｏｃｉｅｔｙ5.0の実現により、鎌倉市の価値向上を推進していくた 

めの包括連携を締結しました。 

鎌倉市は、行政手続きの電子化や手数料等のキャッシュレス化などを、国内約 7.600 

万人が利用するＬＩＮＥを活用することで、市民の利便性の向上を図ると共に、持続可 

能な都市づくりを目指して取組んでいます。 

その中の 1つとして「道路損傷等通報システム」を令和 3年 5月に導入しました。 

このシステムは、市民からＬＩＮＥを活用し道路の損傷や不具合について通報を受 

け、職員がパソコン上で確認し、補修や修繕、関係機関に連絡等を行うものです。 

 

◎道路損傷等通報システムの概要 

お友達登録者数  2.070人（7月現在） 

運用費用は令和 4年度で 264.000円（サーバー費＋バックアップ保守費） 

契約相手はＧＯＭＡ(株) 

効果としては、今まで要望者から電話を受け、市の職員が現場を確認したのち、一旦 

市役所に戻りその対応方法について検討して、資材等を準備して現地に行くという二度

手間になっていました。これが一度で済むケースもあり、作業の効率化が図られていま

す。 

次に、電話での対応のトラブルの一つが、市の職員が現地を訪れた祭、要望個所が見 

つからないことがあり、その際には、改めて要望者に再確認する必要があったりして、 

時間を要するケースもあったが、「道路損傷等通報システム」では、ＬＩＮＥからの通 

報により、損傷個所の遠景、近景写真と共に、位置情報が送信されてくるため、上記の
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問題点が解消され、対応処理までのスピードアップにつながっています。 

又、要望者の通報場所の対処において、現在市のホームぺージで先月の通報個所の進捗

情報を掲載するようになり、市民に通報の結果がどうなったかをお知らせするように 

なり、好評を得ているとのことでした。 

鎌倉市の現在までの課題としては、1日のＬＩＮＥによる通報件数が 1.1件であり、9 

割が電話によるもので今後のＬＩＮＥの利用促進が急がれること。 

また、ＬＩＮＥの通報システムの登録の手続方法や通報個所の写真の撮り方がうまく 

できない方も多く、利用方法のさらなる周知が必要とのことです。 

 

北広島市としての今後の取組について 

◎システムを提供する企業をどのように探すのか、また年間の契約料金をどの程度に設

定するのか協議が必要です。 

◎鎌倉市で通報件数の 1割しかラインが利用されていないことから、本市として導入時

に市民説明会の実施などが必要と思われます。 

以上のことを踏まえて、市職員の負担軽減につながると共に、市民にとっても市への 

通報が簡単になることから、費用対効果を検証して早急に導入に向けて検討すべきと実 

感した視察でした。 

 

 

 


